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Abstract 
 In this paper, we will begin with a brief discussion of theoretical position and 
development of external growth strategy (ex. mergers and acquisitions :M&A) 
on strategic management. In particular, we discuss formation and management 
of M&A, because an interest on practice of M&A is increasing ,and a study of 
M&A was classical subjects of strategic management. Next, we consider the 
reason to motives of M&A formation from three different standpoints as 
follows: 1.diversification strategy for corporate growth, 2.resource dependence 
perspective for interorganizational management, 3. resource- based view for 
competitive advantage. Finally, we consider subjects of M&A process as 
process of external growth strategy, and indicate “M&A as practice” as a new 











































































なされているが、それに比べると M&A のマネジメントに関する研究は少ない。 
一方、欧米の経営戦略論の標準的なテキストでは、M&A などを 1 つの章とし
て取り上げ、経営戦略の中で重要なテーマの 1 つとして位置付けている。例えば、
近年の経営戦略論のテキストとして、Collis&Montgomery,1998、Barney,2002、
Hitt et al.,2009 という著名なものにおいては、章レベルで検討されている。さら













おいても明白になっている。その中で、社団法人 経済同友会の発表した第 16 回
企業白書「新・日本流経営の創造」（2009 年 7 月）において、日本企業の繁栄維
持のためにはグローバル化の推進が課題となり、その中でも M&A を梃子にした
成長戦略の重要性を 3 つの課題の 1 つとして大きく取り上げている。持株会社解
禁や株式交換による M&A の導入、三角合併の解禁など M&A を促進する法が整
備したことにより M&A を実行しやすい環境ができた。さらに、選択と集中をキ
ーワードにした非中核事業の切り離しや、事業再生・買収ファンドの M&A マー














考えられてきたのか、特に M&A を中心に、なぜ企業は M&A を行うのかという




























































































































































































































 M&A プロセスにおけるマネジメントの重要性を指摘した Haspeslagh& 
Jemison（1991）は、企業間相互関係は、以下の 2 つのことが課題になるとする。





















 このように、M&A の価値創造とは、ある一時点ではなく、一連の M&A プロ
セスから創出され、重要な経営資源の移転や企業間の相互学習によって、単独企
業では獲得できない新たな成果を創造することである。そして、プロセス・パー






















操作化 (operationalize) 　　　→抵抗 　　強要 (constraining)




















キスト（Text）、トーク（Talk）、ツール（Tools）という 3 つの視点から M&A を
捉え、この 3 つの関係から M&A による事業の再構成、事業間の抵抗、事業の革
新が行われていくとする。 
 第 1 に、テキストという戦略の構造である。M&A プロセスにおけるマネジメ
ントは重要な課題であるが、M&A を巡る社会的な認識、法律などの制度、慣行、
流行、権威のある企業による M&A の実施は、M&A の正当性や企業内における
パワーに大きな影響を与える。M&A の実行のしやすさとも解釈できる。つまり、
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